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本研究は，2000年度から2018年度までの地価公示データと，京都市と連携して収集・整理した2017年度

までの京都市電線類地中化実績データを用いて，独自の空間パネルデータを構築した上で，着手・完了・

抜柱時点を考慮した，無電柱化事業が周辺地価に及ぼす因果的影響を差分の差分推定法で推計した． 
その結果，2010-2018年度の分析期間での無電柱化事業完了後の因果的影響は，処置群の空間的範囲が

50mの場合は12.5%の価格プレミアム，処置群の空間的範囲が200mの場合は7.5%の価格プレミアムがある

ことを明らかにした．また，影響が発現するタイミングの違いを考慮するため，着手・完了・抜柱後の因

果的影響を検証した結果，抜柱後の影響が特に大きいことを明らかにした． 

 

     Key Words : Undergrounding and Utility Pole Removal Project, Timing, Land Price, Causal Effect,  
Difference-in-Differences (DID) 

 

1. はじめに 

 

(1) 背景と目的 

2016年に「無電柱化の推進に関する法律」が施行され， 

2018年には無電柱化推進計画が初めて策定されるなど，

無電柱化の推進に向けた法制度の着実な整備と機運の高

まりに伴い，各自治体では，これまで以上に無電柱化事

業の計画的な推進が求められている．その一方で，電線

類の地中化による事業のコスト縮減や費用負担の検討，

関係事業者との円滑な調整，そして，地域住民との合意

形成は不可欠であるとともに，民間活力の積極的導入に

より地方公共団体を補完する事業体制の確立など，解消

すべき課題も依然として少なくない． 

特に，客観的根拠に基づく政策形成(Evidence-based Pol-

icymaking)が近年クローズアップされており，限られた

財源の中で，選択と集中による効率的かつ効果的な事業

の推進にあたり，無電柱化事業を実施することで発現す

る因果的な効果・影響の体系化と，その定量化手法の確

立は，説明責任を果たす上でも喫緊の課題である．しか

しながら，各自治体がこれまで実施してきた無電柱化事

業を対象に，データに基づいて効果・影響を科学的に検

証した事例は，ほぼ皆無であり，また，効果・影響の特

定化・計量化において最も重要な基盤となる，無電柱化

事業の実績データ自体が，不完全，あるいは，未整備で

ある場合が少なくないのが現状である． 

そこで本研究は，11行政区で構成される京都市全域を

対象に，京都市建設局道路建設部道路環境整備課と連携

して収集・整理した電線類地中化実績データと，国土数

値情報より入手した2000年度以降の地価公示データを，

共に地理情報システムに実装することで，独自の空間パ

ネルデータを構築する．その上で，データから変数間の

因果関係を明らかにする統計的因果推論(Statistical Causal 

Inference)の中でも，近年，有用な評価方法として浸透し

つつある，差分の差分(Difference-in-Differences: DID)推定法

を用いて，着手・完了・抜柱時によるタイミングの違い

を考慮しつつ，無電柱化事業が周辺地価に及ぼす因果的

影響を定量的に明らかにすることを目的とする． 

 

(2) 既往研究のレビューと本研究の特徴 

わが国の無電柱化事業に関する研究報告の多くは，法

制度の概要報告や各地の整備事例の紹介である中で，事

業評価の視点から報告している先行研究としては，大石

ら(2012)による事業の全国実態把握や，小山ら(2007)，石

田ら(2011)や松田ら(2016) による景観評価などが挙げら

れる．しかしながら，無電柱化事業の効果・影響の検証，

さらには経済評価を見据えた実証研究は，わが国のみな

らず，世界的にみても研究蓄積は浅く，端緒についたば

かりであるといえる． 

そのような中で，米本・村橋(2009)，McNair and Abel-

son(2010), 足立・井上(2011)，朴ら(2017)，河野ら(2018)は，
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無電柱化事業が実施された地域や住宅地を対象に，地価

や不動産価格に及ぼす影響をヘドニック分析で明らかに

し，帰着する無電柱化の効果や便益の推定を試みている． 

まず，米本・村橋(2009)は，京都市の歴史的市街地内

にある伝統的建造物群保存地区，歴史的景観保全修景地

区，そして界わい景観整備地区に指定されている数地区

を対象に，平成20年度相続税路線価に及ぼす電線の景観

的影響を，電柱の有無を表すダミー変数を用いたヘドニ

ック分析で簡便的に推計した上で，その結果に基づいて，

景観整備方策を検討している．その結果として，電線の

存在が地価に負の影響を及ぼしている点を明らかにする

とともに，花見小路景観整備事業を例に，その経済効果

を概算している．次いで，McNair and Abelson(2010)は，

豪州・キャンベラの3つの郊外住宅地での無電柱化事業

を対象に，不動産取引価格を用いたヘドニック分析で検

証した結果，2.9％のプラス効果があることを明らかに

している．これは，対象サンプルの不動産価格中央値の

住宅の場合，無電柱化事業の価値は約$11,700に相当する．

足立・井上(2011)は，大阪府内のあるエリアにおいて，

電線類の地中化済の地区が，非地中化の地区と比較して，

取引価格に13.9パーセントの格差率があることを明らか

にしている一方で，奈良県今井町の重要伝統的建造物群

保存地区における，相続税及び固定資産税の路線価評価

では，電線類地中化の有無を表す説明変数が統計的に有

意ではなく，評価額には反映されていないとの結論を示

している．朴ら(2017)は，韓国の江川省春川市周辺地域

において，無電柱化完了時点の2010年とその後の2015年

における，無電柱化事業が公示地価に及ぼす影響を分析

した結果，2010年では140,078ウォン，2015年では115,745

ウォンに相当するプラス効果があることを明らかにして

いる．そして，河野ら(2018)は，2015年時点で全国の無

電柱化実施済の住宅地686箇所を対象に，無電柱化事業

が固定資産税路線価に及ぼす影響を分析した上で，一世

帯あたりの支払意思額を月額で推定している．その結果，

東北を除く地方での全面道路地中化で概ね5,000円から

8,000円，東京23区を除く地方での地中化周辺道路で

3,000円から5,000円であることを明らかにしている． 

これらの先行研究では，時間構造を含まない一時点の

横断面データ(クロスセクションデータ)，あるいは，二

時点の横断面データを用いて，無電柱化路線の有無が地

価に及ぼす影響を，ヘドニック分析によって明らかにし

ている．したがって，パネルデータを用いて，無電柱化

事業の経年的な整備実績が地価に長期的に及ぼす影響を，

ヘドニック分析で明らかにしている先行研究は，国内外

において，筆者に知る限り見当たらない． 

また，近年，政策とその実施効果の因果関係を科学的

に解明することを試みた統計的因果推論による分析アプ

ローチが，計量経済学分野で著しい発展を遂げている．

なかでも，差分の差分(DID)推定法は，政策実施や環境

変化の処置を受けた処置群(Treatment Group)とそれ以外の

対照群(Control Group)の2つのグループにおいて，処置群

の処置前後の結果の平均値の差と，対照群の処置前後の

結果の平均値の差に着目し，各グループ間の差の差分で，

母集団全体の平均的な処置効果，つまり，因果効果

(Causal Effect)を評価する方法である．これは，処置変数

と時間変数の交差項の係数の推定値でもあり，直感的に

分かりやすく比較的容易に推定でき，統計的有意性もt

検定で確認することが可能なため，近年，医療経済学や

労働経済学をはじめ，その適用範囲は拡大している． 

しかしながら，このDID推定法に代表される統計的因

果推論に基づいた計量経済分析手法は，これまで，無電

柱化事業には適用されておらず，例えば，処置群及び対

照群の設定方法や処置タイミングの設定など，分析手法

の応用時における固有の注意点や問題点に関しては，未

知な点が多い． 

 以上より，本研究の主な特徴としては，以下の3点が

挙げられる． 

 昭和61年度(1986年度)から平成30年度(2018年度)まで

の京都市電線類地中化実績を収集・整理した上で，

地理情報システムに実装することにより，独自の

空間データを構築し，本研究による実証分析のデ

ータセットとして活用している点． 

 2000年度から2018年度までの長期間にわたる地価デ

ータと統合して構築した空間パネルデータを用い

て，無電柱化事業が周辺地価に及ぼす因果的影響

を，差分の差分(DID)推定法で計量的に明らかにし

ている点． 

 無電柱化事業の実施箇所から50mの空間的範囲と

200mの空間的範囲の2種類の処置群を設定するとと

もに，事業着手時，事業完了時，そして，不要な

電柱と電線類を撤去する抜柱時の3時点の処置タイ

ミング別に，その後の周辺地価に及ぼす因果的影

響と，その差異を定量的に明らかにしている点． 

 

 

2.  京都市無電柱化事業の実施状況 

 

(1)  無電柱化実績データの整備 

本研究が対象とする京都市では，昭和61年度(1986年

度)から無電柱化に着手しており，概ね5年ごとに見直さ

れる電線類地中化・無電柱化の推進計画に基づいて整備

が進められている． 

本研究では，京都市の無電柱化事業の実施状況を明ら

かにするため，京都市と連携して，昭和61年度(1986年

度)から平成30年(2018年)3月末時点までの京都市電線類

地中化実績(直轄国道を除く)に関する情報を収集・整理
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した．収集・整理した具体的な情報は，路線名，区間，

整備延長，道路延長，事業方式，事業の着手年度，事業

の完了年度(電線地中溝に係る本体工事の完了)，抜柱年

度(不要になった架空線や電柱の撤去)，幹線系/景観系の

区別，事業費，電線管理者，地上機器の機数といった属

性情報，そして，各実施箇所の位置情報である．これら

のデータを，地理情報システムに実装することで，本研

究は独自の空間データを構築している． 

 

(2) 京都市無電柱化事業の現況把握 

表-1に，各期の推進計画ごとの管路整備延長実績を，

幹線系道路と景観系道路に区分して示す．また，2018年

3月末時点での無電柱化事業の実施箇所を，後述する地

価公示データ(2018年度)と併せて，図-1に示す． 

管路整備延長は61.37km，分割区間を含む路線数は，

117路線である．なお，整備対象道路について，事業当

初は都市防災機能の向上を主たる目的として，図-1に示

す通り，中心市街地の烏丸通や堀川通をはじめとする幹

線道路が選定されてきたが，近年は幹線道路に加え，景

観の向上や観光振興に資することを目的に，世界文化遺

産周辺や伝統的建造物群保存地区をはじめとする景観に

配慮すべき地域の道路が重点的に選定されるなど，幹線

系道路と景観系道路に区分した整備が実施されている． 

ここで，無電柱化事業の着手・完了・抜柱年度に着目

した各路線の着手完了期間及び完了抜柱期間の分布状況

を箱ひげ図として図-2に示す．なお，第5期と第6期の五

箇年計画にリストアップされている計13路線が，未抜柱

(不明を含む)であるため，それらの路線は除いている． 

着手から完了までの期間(中央値)は，第1期～第3期五

箇年計画では2年，第4期～第6期五箇年計画では1年を要

しており，最大でも5年である．一方，完了から抜柱ま

での期間は，第1期～第3期五箇年計画では0年で，電線

地中溝に係る本体工事と不要な電柱・電線類の撤去が同

年度実施であるのに対して，第4期～第6期五箇年計画で

は大きく異なっており，なかには，最大で11年を要する

路線もみられる．これは，近年，各宅地への引込管の地

中化工事や架空線及び電柱の撤去に加えて，地上機器の

設置スペースを確保できない区間での民有地への設置な

どに，合意形成期間も含めて，長い期間を要しているこ

とが要因であると考えられる．  

このような状況から，京都市は，計画的かつ効率的な

無電柱化整備を推進するべく，「今後の無電柱化の進め

方」として，①基本方針，②無電柱化を行う整備対象道

路の考え方，③無電柱化の推進に向けた具体的な取組で

構成される長期的な整備方針を，平成30年(2018年)12月

に公表している． 

 

 

表-1 各期の推進計画ごとの管路整備延長実績 

幹線系道路 景観系道路 合計

第１期五箇年計画
（昭和61年～平成2年）

10.57 0 10.57 13

第２期五箇年計画
（平成3年～平成6年）

6.98 0.67 7.65 12

第３期五箇年計画
（平成7年～平成10年）

10.01 1.24 11.25 19

新電線類地中化計画・第４期五箇年計画
（平成11年～平成15年）

12.27 1.42 13.69 22

無電柱化計画・第５期五箇年計画
（平成16年～平成20年）

7.68 4.5 12.18 34

無電柱化計画・第６期五箇年計画
（平成21年～平成29年）

3.26 2.77 6.03 17

合計 50.77 10.6 61.37 117

整備延長(km)
推進計画

路線数
(分割区間含)

  

 

凡例

無電柱化路線
鉄道
地価公⽰地点(2018)

⾏政界

 

図-1 無電柱化事業実施箇所と地価公示地点 

（2018年3月時点） 
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図-2 第1期～第3期と第4期～第6期に区分した無電

柱化路線の着手完了期間及び完了抜柱期間の分布状況 
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4. 分析モデルとデータ 

 

(1)  DID推定モデルの概要 

本研究で適用する固定効果を含むDID推定モデルの概

要について概説する． 

t時点における地点iの地価をLPitとすると，パネルデー

タを用いたDID推定モデルは，地価を対数変換したln LPit

を被説明変数とする片対数型の線形性を仮定した固定効

果モデルとして，以下のように表される． 

 

ln LPit =  β0 + β1 Di + β2 At + β3 Di At + β Xit + Fi + uit (式1) 

 

ここで，Diは処置変数であり，地点iが処置群であれば1，

対照群であれば0をとるダミー変数である．また，Atは

時間変数であり，処置後であれば1，処置前であれば0を

とるダミー変数である．さらに，Xitは地点iに固有のt時

点における説明変数群，β0，β1，β2，β3は未知パラメータ，

βは未知パラメータのベクトル，Fiは固定効果，uitは誤差

項である．そして，処置変数と時間変数の積で表される

交差項の係数β3が，無電柱化事業が周辺地価に及ぼす因

果的影響として，本研究においてDID推定法により識別

される平均処置効果(Average Treatment Effect : ATE)となる． 

このDID推定法は，処置群の処置前後の平均値の差の

みでは，処置による変化とそれ以外の要因による変化の

識別ができない．そこで，処置群のそれ以外の要因によ

る変化を対照群での変化で代用する反実仮想アプローチ

(Counterfactual Approarch)を用いることで，平均処置効果

を求める．これにより，対照群の観察可能な処置前と観

察不可能な処置後，処置群の観察不可能な処置前と観察

可能な処置後は，それぞれ以下のように定式化される． 

 

対照群(処置前)：E[ln LPit | Di = 0, At  = 0] = β0  (式2) 

対照群(処置後)：E[ln LPit | Di = 0, At  = 1] = β0 + β2 (式3) 

処置群(処置前)：E[ln LPit | Di = 1, At  = 0] = β0 + β1 (式4) 

処置群(処置後)：E[ln LPit | Di = 1, At  = 1] = β0 + β1 + β2 + β3 (式5) 

 

したがって，平均処置効果(ATE)は下式で表される． 

 

平均処置効果(ATE) = [処置群(処置後) – 処置群(処置前)] –   

[対照群(処置後) – 対照群(処置前)] 

= [(β0 + β1 + β2 + β3)  –  (β0  + β1)] – [(β0 + β2)  –  (β0 )] = β3 (式6) 

 

(2) 着手・完了・抜柱時を考慮した処置タイミングの

設定 

図-2を用いて先述した通り，各路線において，着手か

ら完了までの事業期間，ならびに，完了から抜柱までの

事業期間に差異がみられる．特に，第4期～第6期五箇年

計画における各路線の完了から抜柱までの事業期間にお

いては大きな差異がある．このような状況を踏まえ，本

研究では，無電柱化事業の処置タイミングとして，事業

の着手時，完了時，及び，抜柱時の3時点に着目して，

時間変数をそれぞれ設定する．これにより，実績データ

として把握した，着手，完了，及び，抜柱の時点情報を

活用することで，地価に及ぼす因果的影響が発現するタ

イミングの違いを定量的に明らかにする． 

 

(3) 空間的範囲を考慮した処置群と対照群の設定 

 処置群の空間的範囲について，本研究では2種類の空

間的範囲を設定する．1つは，無電柱化事業実施箇所の

境界から直線距離で50mの範囲であり，もう1つは，無

電柱化事業実施箇所の境界から直線距離で200mの範囲

である．これは，事前に，処置群の空間的範囲の距離帯

を50m単位で，0-50m，50-100m，… ，450-500mの10種類

を設定した上で，異なる分析期間及び異なる処置タイミ

ングで，DID推定法によるモデル推定を行い，統計的検

討を行っている．その結果として，全てのケースの推定

モデルにおいて，係数が少なくとも有意水準10%で統計

的有意を示した0-50mの範囲と，いずれのモデルでも係

数が統計的に有意ではなかった200-250m以上の距離帯の

結果を踏まえた，0-200mの範囲を採用している．つまり，

本研究では，無電柱化事業の影響は広範囲には及ばない

ことを想定して処置群を設定している．なお，織田澤・

大平(2018)は，処置群の設定に関する論点整理において，

スピルオーバー効果を見極めた上で分析対象とする空間

的範囲を適切に設定することが重要であることを指摘し

ている．わが国においては，無電柱化事業のスピルオー

バー効果に着目した先行研究は皆無であり，空間的範囲

を設定するための基礎情報が利用できない状況において，

本研究は独自に構築した分析データセットを活用して，

事前にモデル推定による統計的検討を行い，その結果に

基づいて，処置群の空間的範囲を設定している． 

一方，対照群の設定について，本研究では，対象地域

のうち，処置群以外の全ての空間的範囲としている．対

照群の設定にあたっては，対象地域のうち処置群以外の

全ての地域とする場合の他，処置群を取り囲む一定の距

離帯に含まれる地域とする場合や，さらには，空間的範

囲に関係なく傾向スコアマッチング(Propensity Score 

Matching)で選定する場合などが挙げられ，先行研究では

比較的任意に選択されている．明確な対照群の設定基準

があるわけではなく，今後の更なる研究蓄積が待たれる． 

 

(4) 被説明変数と説明変数 

被説明変数について，本研究は，国土交通省が整備・

無償提供している国土数値情報より入手した，京都市全

域における地価公示の調査地点のうち，2000 年度から

2018 年度の地価データ(円/m2)について，その自然対数値
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を用いる．これだけの長期間にわたる地価データを採用

することで，各無電柱化路線の着手前，着手後，完了後，

さらには抜柱後の時点の地価公示データを含むことで，

実施状況を踏まえて，無電柱化事業が周辺地価に及ぼす

影響を可能な限り精緻に捕捉することが可能になる． 

次いで，説明変数について，本研究ではパネルデータ

を用いた固定効果モデルで DID 推定法を適用するため， 

各地価公示地点固有の属性のうち，行政区の区別，用途

地域の区別，指定容積率といった，分析期間を通じて時

間不変である特性は，コントロールされるために含んで

いない．しかしながら，最寄り駅からの距離については，

京都市営地下鉄東西線の延伸区間の開業(2004年及び2008

年)を考慮して，コントロール変数として説明変数に加

えている．また，分析期間において，リーマン・ショッ

クを挟む2008年前後の景気変動をはじめ，年度ごとに共

通して生じる景気変動要因をコントロールするため，

2000年度から2018年度までの各年度に該当する場合に1

となるダミー変数を設けている． 

最後に，本分析で重要となる，無電柱化事業の実施状

況を示す着手・完了・抜柱の3時点の前後を区別する時

間変数については，第4章(2)で先述した通り，無電柱化

事業の着手後の場合に1となるダミー変数，無電柱化事

業の完了後の場合に1となるダミー変数，そして，無電

柱化事業の抜柱後の場合に1となるダミー変数の3種類を

設けている．また，無電柱化事業の処置群と対照群を区

別する処置変数については，第4章(3)で先述した通り，

無電柱化事業実施箇所から直線距離で50mの空間的範囲

に地価公示地点がある場合に1となるダミー変数と，直

線距離で200mの空間的範囲に地価公示地点がある場合

に1となるダミー変数の2種類を設けている．なお，DID

推定法の適用時には，この処置群と対照群を区別する処

置変数と実施状況を示す着手・完了・抜柱の3時点の前

後を区別する時間変数に加えて，処置変数と時間変数の

の積で表される6種類の交差項を，新たな説明変数とし

て設定している． 

分析データセットとして，被説明変数及び説明変数

の定義と記述統計量を表-2に示す．なお，本分析におい

ては，第5章で後述する通り，分析期間を2期間に分割し

ているため，2000年度から2009年度までのデータセット

と，2010年度から2018年度までのデータセットの記述統

計量を記載している．それぞれのサンプル数は，3,966

と3,020である．また，地価公示地点数(グループ数)は，

448と492である． 

 

 

5. DID推定モデルの結果 

 

 DID推定の適用にあたり，他分野の先行研究において，

変数名 定義 平均値 標準偏差 変数名 定義 平均値 標準偏差

lnLP 公示地価 (円/m2) の自然対数値 12.362 0.461 lnLP 公示地価 (円/m2) の自然対数値 12.294 0.611

Fy_2000 年度ダミー (2000年度の場合1) 0.097 0.296 Fy_2010 年度ダミー (2010年度の場合1) 0.122 0.328

Fy_2001 年度ダミー (2001年度の場合1) 0.097 0.296 Fy_2011 年度ダミー (2011年度の場合1) 0.113 0.317

Fy_2002 年度ダミー (2002年度の場合1) 0.097 0.296 Fy_2012 年度ダミー (2012年度の場合1) 0.113 0.317

Fy_2003 年度ダミー (2003年度の場合1) 0.105 0.307 Fy_2013 年度ダミー (2013年度の場合1) 0.113 0.317

Fy_2004 年度ダミー (2004年度の場合1) 0.105 0.307 Fy_2014 年度ダミー (2014年度の場合1) 0.102 0.302

Fy_2005 年度ダミー (2005年度の場合1) 0.103 0.304 Fy_2015 年度ダミー (2015年度の場合1) 0.102 0.302

Fy_2006 年度ダミー (2006年度の場合1) 0.103 0.304 Fy_2016 年度ダミー (2016年度の場合1) 0.110 0.313

Fy_2007 年度ダミー (2007年度の場合1) 0.099 0.299 Fy_2017 年度ダミー (2017年度の場合1) 0.112 0.316

Fy_2008 年度ダミー (2008年度の場合1) 0.097 0.296 Fy_2018 年度ダミー (2018年度の場合1) 0.112 0.316

Fy_2009 年度ダミー (2009年度の場合1) 0.095 0.293 Dis_Station 最寄り駅までの距離 (m) 1016.758 938.380

Dis_Station 最寄り駅までの距離 (m) 1050.565 936.950 Buf0_50m 地価地点の周囲0-50mに実施箇所がある場合1 0.070 0.255

Buf0_50m 地価地点の周囲0-50mに実施箇所がある場合1 0.053 0.223 Buf0_200m 地価地点の周囲0-200mに実施箇所がある場合1 0.173 0.378

Buf0_200m 地価地点の周囲0-200mに実施箇所がある場合1 0.158 0.364 AfterS
最寄り実施箇所の着手時点の前後ダミー
(着手後の場合1, 着手前の場合0)

0.971 0.167

AfterS
最寄り実施箇所の着手時点の前後ダミー
(着手後の場合1, 着手前の場合0)

0.560 0.496 AfterF
最寄り実施箇所の完了時点の前後ダミー

(完了後の場合1, 完了前の場合0)
0.942 0.234

AfterF
最寄り実施箇所の完了時点の前後ダミー

(完了後の場合1, 完了前の場合0)
0.499 0.500 AfterP

最寄り実施箇所の抜柱時点の前後ダミー

(抜柱後の場合1, 抜柱前の場合0)
0.719 0.449

AfterP
最寄り実施箇所の抜柱時点の前後ダミー

(抜柱後の場合1, 抜柱前の場合0)
0.366 0.482

2000年度－2009年度（サンプル数：3,966, グループ数：448） 2010年度－2018年度（サンプル数：3,020, グループ数：492）

表-2 変数の定義と記述統計量 
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幾つかの注意点と検討課題が指摘されている(例えば，

星野(2009)，岩本ら(2016))．なかでも，DID推定では，平

行トレンド仮定(Parallel Trends Assumption)として，処置の

ない場合の処置群の標本での2時点間の変化は，対照群

の標本での2時点間の変化と等しいという強い仮定を設

けているため，この仮定が満たされない場合には，推定

値にバイアスを含むことになる．本研究では，構築した

2000年度から2018年度にわたる19年間のパネルデータセ

ットを用いて分析するにあたり，分析期間が長いことで，

これらのバイアスも時間を通じて変化する可能性があり，

仮定の妥当性が低くなることが考えられる．そこで，

2000年度から2009年度と2010年度から2018年度の2期間に，

パネルデータセットを分割してそれぞれ推定することで，

この平行トレンド仮定に起因するバイアスの影響を小さ

くする．また，パネルデータ分析では，通常，プーリン

グ回帰モデル，固定効果モデル，そして変量効果モデル

の3つのモデルが挙げられ，どのモデルを採用するのが

望ましいのかを検討する際には，統計的検定を用いて分

析結果を比較する必要がある．本研究のモデル推計にお

いては，事前に，処置変数と時間変数の交差項として設

定する6種類の変数を2期間でそれぞれ推定した上で，F

検定及びハウスマン検定(Hausman Test)によって，モデル

の統計的検討を行っている．結果的には，12種類の全て

の推定モデルで帰無仮説の棄却が確認されたため，固定

効果モデルを本研究では採用するとともに，不均一分散

が生じている可能性への対応として，Cameron et al.(2011)

が提唱するグループ間の誤差項の相関を許すクラスター

ロバスト標準誤差(Clustered Robust Standard Error)を採用し，

不均一分散頑健推定量により，パラメータを再度推定し

ている．これにより，地価公示地点ごとの異質性を取り

除き，欠落変数バイアスをコントロールした，より厳密

な推定結果を導出することができる． 

 

(1) 2000年度－2009年度パネルデータによる推計結果 

2000-2009年度の期間での推計結果を表-3に示す．決定

係数(within)は，6種類の推定結果のいずれも0.75程度を示

しており，概ね当てはまりの良い推計モデルであるとい

える．また，本研究が注目する交差項の係数については，

いずれも有意水準1%で統計的有意を示している． 

 無電柱化事業実施箇所から直線距離で50mの空間的範

囲を設定した処置群での因果的影響(平均処置効果)につ

いて着目すると，公示地価の自然対数値に対して，

Case1の着手後では10.8%の価格プレミアムがあることが

わかる．同様に，Case2の完了後では9.9%， Case3の抜柱

後では11.7%であり，実施状況にかかわらず10～12%程

度の価格プレミアムが存在していることを示している． 

 一方，無電柱化事業実施箇所から直線距離で200mの

空間的範囲を設定した処置群では，Case4の着手後で

9.8%，Case5の完了後で10.5%，そして，Case6の抜柱後で

は12.0%の価格プレミアムを示している．50mの空間的

*** p < 0.01, ** p < 0.05, * p < 0.10 

不均一分散頑健推定量によりパラメータ推計 

Case1： 着手後 Case2： 完了後 Case3： 抜柱後 Case4： 着手後 Case5： 完了後 Case6： 抜柱後

係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値

Fy_2000 0.299 *** 34.68 0.304 *** 35.67 0.303 *** 35.60 0.298 *** 34.78 0.303 *** 35.65 0.302 *** 35.63

Fy_2001 0.239 *** 27.50 0.245 *** 27.33 0.244 *** 27.30 0.240 *** 27.40 0.244 *** 27.30 0.243 *** 27.28

Fy_2002 0.165 *** 18.80 0.168 *** 19.37 0.167 *** 19.42 0.165 *** 18.84 0.170 *** 19.51 0.168 *** 19.58

Fy_2003 0.068 *** 8.13 0.070 *** 8.52 0.069 *** 8.44 0.068 *** 8.12 0.072 *** 8.74 0.070 *** 8.62

Fy_2004 -0.010 -1.36 -0.008 -1.06 -0.009 -1.27 -0.010 -1.32 -0.006 -0.87 -0.008 -1.06

Fy_2005 -0.058 *** -9.16 -0.057 *** -9.25 -0.058 *** -9.50 -0.058 *** -9.11 -0.056 *** -8.98 -0.057 *** -9.37

Fy_2006 -0.054 *** -11.39 -0.053 *** -11.65 -0.053 *** -11.77 -0.054 *** -11.38 -0.052 *** -11.36 -0.052 *** -11.55

Fy_2007 -0.004 * -1.70 -0.002 -0.99 -0.004 * -1.89 -0.004 * -1.85 -0.002 -0.92 -0.004 ** -2.02

Fy_2008 0.031 *** 29.72 0.031 *** 31.58 0.030 *** 31.71 0.030 *** 28.72 0.031 *** 30.06 0.030 *** 31.92

Fy_2009

Dis_Station 0.000 -0.76 0.000 -0.72 0.000 -0.73 0.000 -0.82 0.000 -0.91 0.000 -0.86

Buf0_50m

Bufr0_200m

AfterS 0.006 0.67 -0.007 -0.87

AfterF 0.015 * 1.83 0.001 0.10

AfterP 0.016 * 1.83 0.003 0.42

Buf0_50m*AfterS 0.108 *** 3.29

Buf0_50m*AfterF 0.099 *** 3.40

Buf0_50m*AfterP 0.117 *** 2.99

Buf0_200m*AfterS 0.098 *** 4.78

Buf0_200m*AfterF 0.105 *** 5.45

Buf0_200m*AfterP 0.120 *** 4.6

Constant 12.303 *** 622.18 12.297 *** 612.44 12.300 *** 627.60 12.307 *** 631.25 12.302 *** 626.66 12.302 *** 640.1

サンプル数

グループ数

決定係数 (Within)

処置群：Buf0-200m

0  (omitted) 0  (omitted) 0  (omitted) 0  (omitted)

0.758

448 448 448 448 448 448

0.753 0.755 0.755 0.755 0.759

説明変数
(被説明変数：lnLP)

3,966

0  (omitted) 0  (omitted) 0  (omitted)

0  (omitted) 0  (omitted) 0  (omitted)

3,966 3,966 3,966 3,966 3,966

0  (omitted) 0  (omitted)

処置群：Buf0-50m

表-3 2000年度－2009年度パネルデータによるDID推定結果 
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範囲を設定した処置群と比較して，価格プレミアムの大

きさに大きな差異はみられないものの，200mの空間的

範囲を設定した処置群の場合には，無電柱化事業の実施

状況が着手から抜柱に向けて遷移するほど，価格プレミ

アムの大きさが増加していることが読み取れる． 

 

(2) 2010年度－2018年度パネルデータによる推計結果 

続いて，2010-2018年度の期間での推計結果を表-4に示

す．決定係数(within)は，6種類の推定結果のいずれも，

0.21程度を示しており，モデル自体の当てはまりは決し

て良いとはいえないものの，本研究が注目する交差項の

係数については，いずれも有意水準1%で統計的有意を

示している． 

 無電柱化事業実施箇所から直線距離で50mの空間的範

囲を設定した処置群でみると，Case7の着手後で13.8%，

Case8の完了後で11.8%，Case9の抜柱後では19.8%を示し

ている．着手後の平均的処置効果としての価格プレミア

ムが，完了後には約2%減少するものの，その後，抜柱

後では再び約8%の大きな増加を示しており，近年の無

電柱化事業の実施状況において，抜柱が地価に大きな因

果的影響を及ぼしていることが読み取れる． 

 一方，無電柱化事業実施箇所から直線距離で200mの

空間的範囲を設定した処置群では，Case10の着手後で

7.4%，Case11の完了後では7.2%，そして，Case12の抜柱

後では10.7%の価格プレミアムを示している．価格プレ

ミアムは，50mの空間的範囲を設定した処置群の場合と

類似したV字のような変化を示しているが，価格プレミ

アムの大きさは全体的に小さく，完了後から抜柱後への

遷移でも約3.5%の増加に留まっている． 

 

(3) 無電柱化事業の因果的影響に関する考察 

 Case1からCase12までの12種類のDID推定結果に基づい

て，無電柱化事業が周辺地価に及ぼす因果的影響を考察

するにあたり，全ての推定モデルが対数変換した被説明

変数を用いた片対数型の線形性を仮定していることを踏

まえ， Halvorsen and Palmquist(1980) に従い，先述の式6に

示す交差項のパラメータ推定値β3を用いて，exp(β3)-1で

表すことのできる限界効果(Marginal Effect)を算出する．

着手・完了・抜柱時点を考慮した，2期間・2種類の処置

群での限界効果を図-3に示す． 

  2000-2009年度の期間での推計結果では，2種類の処置

群に大きな差異は確認できないものの，2010-2018年度の

分析期間での推計結果では，無電柱化事業実施箇所に近

接する50mの空間的範囲で，処置群の価格プレミアムが

3時点ともに大きく増加しており，抜柱後では20％を超

える価格プレミアムを示す一方，少し離れた200mの空

間的範囲では，処置群の価格プレミアムは3時点ともに

減少している．このことは，近年の無電柱化事業による

地価への正の因果的影響が，実施箇所に近接するほど強

く，実施箇所から少しでも離れると弱く，距離帯に応じ

て敏感に反応していることを示唆している． 

また，処置群の空間的範囲を200mと設定した場合の 

*** p < 0.01, ** p < 0.05, * p < 0.10 

不均一分散頑健推定量によりパラメータ推計 

Case7： 着手後 Case8： 完了後 Case9：抜柱後 Case10：着手後 Case11：完了後 Case12：抜柱後

係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値

Fy_2010 -0.054 *** -5.09 -0.055 *** -4.91 -0.058 *** -4.97 -0.054 *** -5.12 -0.055 *** -4.93 -0.057 *** -4.95

Fy_2011 -0.075 *** -7.57 -0.076 *** -7.49 -0.078 *** -7.34 -0.075 *** -7.55 -0.076 *** -7.49 -0.078 *** -7.36

Fy_2012 -0.086 *** -9.12 -0.087 *** -9.08 -0.089 *** -8.82 -0.087 *** -9.12 -0.086 *** -9.05 -0.088 *** -8.78

Fy_2013 -0.093 *** -10.38 -0.093 *** -10.32 -0.094 *** -10.08 -0.092 *** -10.34 -0.093 *** -10.32 -0.093 *** -10.01

Fy_2014 -0.087 *** -10.82 -0.087 *** -10.81 -0.087 *** -10.58 -0.087 *** -10.83 -0.087 *** -10.78 -0.087 *** -10.55

Fy_2015 -0.078 *** -11.05 -0.078 *** -11.05 -0.078 *** -10.96 -0.078 *** -11.05 -0.078 *** -11.00 -0.078 *** -10.92

Fy_2016 -0.057 *** -10.95 -0.057 *** -10.95 -0.058 *** -10.92 -0.057 *** -10.95 -0.057 *** -10.89 -0.057 *** -10.84

Fy_2017 -0.036 *** -11.92 -0.036 *** -11.89 -0.036 *** -11.87 -0.036 *** -11.92 -0.036 *** -11.79 -0.036 *** -11.68

Fy_2018

Dis_Station 0.000 0.55 0.000 0.75 0.000 0.81 0.000 0.52 0.000 0.82 0.000 0.92

Buf0_50m

Bufr0_200m

AfterS -0.014 -1.45 -0.022 ** -2.07

AfterF -0.013 -1.65 -0.019 ** -2.35

AfterP -0.019 ** -2.21 -0.027 *** -3.25

Buf0_50m*AfterS 0.138 *** 14.59

Buf0_50m*AfterF 0.118 *** 3.97

Buf0_50m*AfterP 0.198 *** 11.77

Buf0_200m*AfterS 0.074 *** 3.62

Buf0_200m*AfterF 0.072 *** 4.18

Buf0_200m*AfterP 0.107 *** 5.85

Constant 12.350 *** 536.21 12.347 *** 588.50 12.345 *** 600.87 12.356 *** 534.64 12.347 *** 598.67 12.347 *** 618.26

サンプル数

グループ数

決定係数 (Within)

処置群：Buf0-200m

0  (omitted)

0  (omitted) 0  (omitted) 0  (omitted)

0.211 0.226

492 492

0  (omitted) 0  (omitted)

3,020 3,020

492

3,020

0  (omitted)

0.210 0.222 0.209

3,020

0.208

説明変数
(被説明変数：lnLP)

3,020 3,020

0  (omitted)

0  (omitted)

492

0  (omitted)

492 492

処置群：Buf0-50m

0  (omitted) 0  (omitted)

表-4 2010年度－2018年度パネルデータによるDID推定結果 
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Buf0-50m, 2010-2018年度
Buf0-50m, 2000-2009年度

Buf0-200m, 2010-2018年度
Buf0-200m, 2000-2009年度

11.4%

10.4%

12.4%

14.8%

12.5%

21.9%

10.3%

11.1%

12.7%

7.7% 7.5%

11.3%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

22.0%

着⼿後 完了後 抜柱後

 

図-3 着手・完了・抜柱時点を考慮した 

2期間・2処置群での限界効果の比較 

 

結果に着目すれば，2000-2009年度の期間での因果的影響

と比較して，2010-2018年度の期間での因果的影響は小さ

くなっている．これは，先行研究である朴ら(2017)の研

究において，本研究と対象地域は異なるものの，2010年

と2015年の2時点でのヘドニック分析を通じて，無電柱

化を示す説明変数の係数が減少を示したことと，類似し

た結果を示している．一方で，処置群の空間的範囲を

50mと設定した場合の結果に着目すれば，200mと設定し

た場合とは正反対に，2010-2018年度の期間での因果的影

響が大きくなっている．これは，本分析結果を通じて科

学的根拠を示すには至っていないが，近年，幹線系のみ

ならず，景観系の無電柱化路線区間も増加の傾向にある

ため，無電柱化事業と併せて実施している路面や植栽な

どの修景工事も，特に，抜柱後に強く影響を及ぼしてい

るのではないかと推察される． 

 

 

6. おわりに 

 

本研究は，2000年度から2018年度までの地価公示デー

タと，京都市と連携して収集・整理した1986年度から

2017年度までの京都市電線類地中化実績データを，共に

地理情報システムに実装することで，独自の空間パネル

データを構築した上で，差分の差分(DID)推定法を用い

て，無電柱化事業が，着手・完了・抜柱後において周辺

地価に及ぼす因果的影響を評価した． 

 その結果，まず，処置群の空間的範囲や事業の実施状

況によらず，無電柱化事業が周辺地価に正の因果的影響

を及ぼしていることを明らかにした．具体的には，

2010-2018年度の分析期間での推計結果において，無電柱

化事業の完了後に，処置群の空間的範囲を50mと設定し

た場合の地価に及ぼす因果的影響は，限界効果に換算し

て，12.5%の価格プレミアム，処置群の空間的範囲を

200mと設定した場合の地価に及ぼす因果的影響は，

7.5%の価格プレミアムがあり，両者には5.0%の差異があ

ることを明らかにした．また，無電柱化事業の抜柱後で

は，その差異は10.6%に拡大することを明らかにした． 

さらに，2期間での推定結果を比較すると，2000-2009

年度の推計結果では，2種類の処置群に大きな差異は確

認できないものの，2010-2018年度の推計結果では，無電

柱化事業実施箇所に近接する50mの空間的範囲で，処置

群の価格プレミアムが3時点ともに増加しており，特に，

抜柱後では20％を超える価格プレミアムを示している．

その一方で，少し離れた200mの空間的範囲では，処置

群の価格プレミアムは3時点ともに数パーセントほど減

少しており，着手・完了後においては7.5%前後，抜柱後

においても11.3%に留まっていることを明らかにした． 

このことは，無電柱化事業実施箇所の近接地域や抜柱

後に，特に大きな因果的影響が発現しているとともに，

実施箇所の近隣の地域住民をはじめとする関係者間の事

業完了後の抜柱に向けた合意形成が重要であることを示

唆している．近年実施された無電柱化事業区間の中には，

長い年月を要し，抜柱年度が未定な区間も少なくない．

無電柱化事業の効果最大化の観点からも，関係主体間の

円滑な合意形成と迅速な抜柱の実施が求められる． 

最後に，本研究における課題として，本研究では，地

価公示地点と最寄りの無電柱化整備区間を1対1対応にし

たデータセットで分析しているため，無電柱化整備済区

間の連続性や空間的集積状況(無電柱化路線のネットワ

ーク形成)については考慮できていない．今後は，固定

資産税路線価をはじめとする高密度に整備されている地

価データと，無電柱化整備済区間の属性情報を積極的に

活用することで，無電柱化路線のネットワーク形成も考

慮に入れた因果的影響を実証的に解明する必要がある． 

 

謝辞：京都市建設局道路建設部道路環境整備課の皆様に

は，京都市電線類地中化実績データの収集・整理に際し

て，多大なご協力を頂くとともに，京都市「直接埋設方

式による電線地中化」検討協議会において，京都市の無

電柱化事業に関する様々な情報交換をさせて頂きました．
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Causal Effect of Undergrounding and Utility Pole Removal Projects on Nearby Land 
Prices Considering the Timing of the Project Start, Underground Work, and Removal 

 
Tetsuharu OBA 

 
In this study, specific spatial panel dataset is built using listed land price data from FY 2000 to FY 

2018 as well as past data on undergrounding projects in Kyoto City until FY 2017, which was collected 
and sorted in collaboration with Kyoto City. This data is used to estimate the causal effect of under-
grounding and utility pole removal projects on nearby land prices considering project start, underground 
work completion, and existing utility pole removal dates via a difference-in-difference (DID) technique.  

Based on the panel data from FY 2010 to FY 2018, a price premium (i.e., marginal effect) of 12.5% is 
observed upon the completion of utility pole removal projects, if the spatial range of the treatment group 
is defined as 50 meters from the site where the utility pole removal project is conducted. On the other 
hand, a price premium of 7.5% is observed, if the spatial range of the treatment group is defined as 200 
meters from the site. Additionally, to consider the difference in the timing of the effect appearance, the 
causal effect at the project start, underground work completion, and existing utility pole removal is exam-
ined. There is a larger effect after pole removal than project start or underground work completion. 
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